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第1章 全体概要 

1.1  はじめに 

京都議定書の発効を受け、業務部門・家庭部門のエネルギー消費量の増加とそれに伴う CO2 排

出が重大な課題として認識され、建築分野における CO2 排出の絶対量抑制への取組みが強く求め

られている。他方、循環型社会の形成に向けて廃棄物・リサイクル対策が喫緊の課題とされるなか、

建設廃棄物が約 4 割を占める最終処分場問題の深刻さが増し、廃棄物排出について対応が緊急

に求められている。 

このような状況を踏まえ、地球環境への負荷を評価する指標として CO2 排出量と固形廃棄物排

出量（最終処分量）を扱い、環境性能の優れた建築物、とりわけライフサイクル全体を通じた CO2 と

廃棄物の環境負荷の小さい建築物の供給が促進される社会的枠組みの構築を目指して、科学的

裏付けとなるエネルギー消費等の現状分析と対策の定量的評価手法等の開発を行うため、国土交

通省総合技術開発プロジェクト「持続可能な社会構築を目指した建築性能評価・対策技術の開発」

を平成 16 年度から 18 年度までの 3 年間にわたって、独立行政法人建築研究所、国土交通省関係

部局、大学、建築生産に関わる関係機関、企業等から学識経験者、有識者の参画、調査への協力

を得て実施した。 

1.2  成果の概要 

建築物の設計段階において、ライフサイクルにおける CO2 と廃棄物の排出量（LCCO2 と LCW）

を算出する手法、及び排出量削減に資する対策技術選択のための設計支援システムを開発した。 

建築物の環境性能評価に関わる研究は、これまでも多方面で取り組まれてきているが、建築設計

の初期段階で行う環境性能の評価は、主に多用な性能項目に関する評価を総合する定性的な評

価体系に関する研究や、統計的な集計に基づく概算値による定量的な推計手法が中心であり、概

略設計の設計内容を反映した環境負荷の定量算出を行うためのデータ整備が不十分で、設計段階

において CO2 排出量を効率的に算出するのは不可能であった。 

そこで、運用時の実績データの取得や解体実態の調査より、CO2 と廃棄物の排出にかかる詳細

なデータを取得・整備し、こうしたデータの詳細な検討に基づいて、簡便ながら一定の精度を有する

排出量の算出手法を開発した。これにより、従来、用途と床面積を指標として一律に計算されてい

た排出量推計値に対して、建築設計と設備システムの設計内容に即した算出できるようになった。

さらに、この算出手法を建築、設備の設計や性能評価に関わる技術者などに向けて、建築設計実

務において実用化するために、パソコン上でも計算可能なソフトを開発するとともに、推計に用いる

概略計算用データを裏付ける CO2 と廃棄物の詳細データを整備した。 
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1.3  技術開発 

本技術開発は、従来、十分に整備されていなかったデータ取得のための調査を重点的に進め、

得られたデータの解析を進めつつ、排出量算出手法の開発を行い、算出計算のロジックをプログラ

ム化する、という手順で設計支援システムの開発を実行した。 

本プロジェクトの技術開発成果は以下の通りである。 

1.3.1  設備を中心とした LCCO2 算出手法の開発 

CO2 排出量算定にかかる建材・設備機器インベントリの整理、及び、実績エネルギー消費データ

等の詳細な分析に基づく運用時のエネルギー消費量推計手法の検討を中心に、LCCO 2 の算定・

評価手法を開発した。 

運用時のエネルギー消費量 及び CO2 排出量の予測手法について、実績データに基づいて精査

を行って構築している点と、設備機器の製造・更新・廃棄に係る CO2 排出について、複数の既往デ

ータ、研究成果および設計資料を統合し、より多くの設備や関連資材にまで範囲を広げている点が、

今回の技術開発の特徴である。 

エンボディドCO2
の算定法の検討

•建築材料
既往研究およびデー
タの統合

•設備機器
既往研究およびデー
タを設備設計の手法
で整理

運用時のエネル
ギーおよびCO2排

出量の算定手法
の検討

CECおよび実績値に基

づく算定手法の検討
•空調設備

•換気設備
•給水設備 ／給湯 設備
•照明設備 ／コンセント
•EV等設備

•他（受変電設 備等）

解体に伴う
建築材料および
建築設備のCO2排

出量の検討

製造時の検討結果をライ
フサイクルシナリオに
沿って使用

(1)製造 (2)建設 (3)運用 (4)解体･除却

建設に伴うCO2
排出量の整理

•既往研究およびデー
タの整理

更新に伴うエンボディドCO2算定のためのデータ

解体除却に伴うCO2排出量算定のためのデータ  

図 1.3.1 LCCO2およびLCEの検討概要 

 

空調エネルギー消費係数(CEC/AC)の目標値を設定 
二 酸化 炭素排 出係数  

（ 注２ ）  

＜ ｴﾈﾙｷ ﾞｰ種別 ＞ 
・ 電気熱源 
・ ガス熱源 

な ど 

＜ 空調 システ ムの諸条件 ＞ 
・ 熱源 方式 
・ 空調 方式 
・ 搬送 方式 
・ その 他の省 エネ手法 

など 

仮想空 調負荷 [MJ /年]  
（仮 想空 調負荷 の簡 易予測 式に より

算出）  

空調 一次 エネルギー消 費量 [MJ /年]  
（ 式 2 .3. 1.2 によっ て算 出） 

二酸化 炭素 排出量  
[ t-CO2/年] 

＜建物 の諸 条件＞  
・地域 、用 途 
・外皮 性能  
・内部 発熱 密度 
・取り 入れ 外気量  
・空調 運転 スケジ ュール  
・設定 室温    など 

 

図 1.3.2 空調・換気のCO2予測算出フレーム 

■事務所ビル照明用電力消費量の試算

非住宅建築のLCCO2検討部会（SB-C02） July 28, 2006 H. Ａ

照明・E V S WG

■　　　　　の部分を 入力する。
■　斜体数値の部分は自動入力または自動計算される。

■執務室条件 記号 単位
間口 X L 8  m
奥行き Y L 8  m

天井高さ HC 2.4  m
作業面高さ VPL 0.7  m

室内反射率

天井面 r ef_1 0 .8 [ –]

壁面 r ef_2 0 .7 [ –]

床面 r ef_3 0 .3 [ –]

■照明設計条件

アンビエント照明設計照度 E s 300 lx

■アンビエント照明器具条件

・100vか200vかどちら かを選択する。

・K氏資料による。
ランプ光束 F lmp 67 20 lm
器具の消費電力 Wlmp 71 W

器具の種類

保守率 Mlmp 0. 69 [ –]

照明器具取り付け高さ（床面から） Hlmp 2.4 m

■タスク照明の条件
机上スタンドのワット数 Wdsklmp 24.0 [W] ・初期値（24[W]）

机ひとつ当たりの床面積 mdsk 15.3 [m2/人] ・初期値（/15.3[m2/人]）

在席率 psn 70 [ %]

■執務室・共用部の面積推定
執務室の室数 Nrom 10 室
執務室の床面積合計 Aoffice 6 40 m2

延べ床面積推定値 Atot al 1045 .1 m2

共用部面積推定値 Acom 405 .1 m2

■照明電力消費量（執務室）計算の条件

年間の就業日数 Nwdys 248 日/年

・自動設定の場合は入力しない

一日の就業時間数 Nwhr s 14 時間/日 ・自動設定の場合は入力しない

年間の点灯時間

　執務室 Nofchrs 30 00 時間/年
　共用部 Ncomhrs 30 00 時間/年

照明設備の制御による補正係数 F coef 1. 00 [ -]
[ -] ・採用した制御手法にチェックを入れる。
[ -] ・複数選択可。
[ -]

備考

照明・コンセント年間電力消費試算シート
? 　事務 所ビル （T&A照明）版 　?

Aoffice = 0.6124*Atotal

・N社所有ビルのみの回帰直線より

カード・センサー等による在室検知制

明るさ検知による自動点灯制御
適正照度制御

土日 祝日休み

FHF(Hf)　3 2　2灯

100 V

200 V

電圧

下面開放 型

80%

7 0%

3 0%

研 究所（高レベル）

自動設定（初期値）

就業日数、一日の就業時間を手入力

年間点灯時間の設定

 
図 1.3.3 照明・EV・動力のCO2 

予測算出フレーム

1.3.2  建築物の資源投入量の把握による廃棄物排出量の算出手法の開発 

廃棄物排出量算定にかかる建材・設備機器インベントリの整理、解体実績データの分析と解体シ

ナリオに基づく廃棄物、副産物量推計手法の検討を中心に、 LCW の算定・評価手法を開発した。 

建材・設備機器のインベントリ整理に関して、建築コストの積算に用いる書式、項目名称、数量算
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出単位との整合を図り、将来的な CAD データとの統合を含めて算定手法を構築している点と、修

繕・更新を考慮したライフサイクルシナリオや廃棄物処理の実態に基づいた分別シナリオを作成し L

CW の算定条件の明示化を図っている点が、今回の技術開発の特徴である。 

 １．建築物の基本情報：【名称】、【床面積】、【延床面積】、 
【階数】、【構造躯体】、【建設地】 

２.建設時等の資材投入量：【仕様リスト→投入資材の物量】 
 

コスト積算、環境配慮仕様

３.供用・使用時に関する設定： 【供用年数】 
 

長寿命化・計画更新を考慮

４.廃棄・処理時に関する設定：【分別シナリオ】  
 

建リ法対応から完全分別まで４段階のシナリオ 

５.LCW の算出：［建設時･修繕時･更新時の資材投入量］ 
［建設時･修繕時･更新時･解体時の廃棄物量］ 
［建設時･修繕時･更新時･解体時の再資源化量］ 
［建設時･修繕時･更新時･解体時の最終処分量］ 

コスト積算

(ＣＡＤ情報)

材料・仕様に関する対策

長期運用に関する対策 

分別・廃棄に関する対策

材料製造時のインベントリ

（産業連関表データ更新）

 

図 1.3.4 ライフサイクルにおける環境負荷算出の全体フロー 
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図 1.3.5 LCWに係る算出例 

1.3.3  設計段階における排出量算出と低減技術選択のための支援ツールの開発 

設備を中心とした運用時のエネルギー消費に伴う排出量の算出、及び建物の資源消費に伴う排

出量の算出の推計手法の開発成果の適用と、資源投入量把握への CAD データの活用を中心テー

マとして、建築物の設計図書／CAD データから、LCE 、LCCO2 と LCW を算定する設計支援シス

テム（BEAT-Bldg）を開発した。 

  

壁の種類を 選択します。 
 

開口部（窓）の追加 

 
図 1.3.6 設計支援システムの概念図、およびCAD入力例 

これまでの設計段階における LCA 手法（LCCO2 算出）は、建物用途、規模、標準的な使用モデ

ルにより、ごく大雑把な推計に留まっていた。今回、運用時のエネルギー消費の実態把握と、デー

タ解析に基づいた推計式の開発により、外壁や設備仕様等の設計内容や建物の使用時間の実態

に即したエネルギー消費・CO2 排出量の推計が可能となった。 
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図 1.3.7 ライフサイクルにおける環境負荷算出の全体フロー 

また、建物を構成する建材・機器について、従前、床面積当たりの資材消費量を統計的な推計式

で求めていたため、設計の違いが資源消費の大小にほとんど反映されていなかった。本研究では、

CAD データとも連携できる建物の部位毎の資源消費のデータを詳細設計のデータから生成した部

品・部材リストを開発することにより、建物の大まかな形状・寸法が決まる設計の初期段階でも、一定

の精度で資源消費量を算出し、対応する原単位から CO2 排出量と廃棄物排出量の算出が可能とな

った。 

これら推計精度が向上したことは、学術的・科学的意義が大きいだけでなく、建設時のイニシャル

コスト、エネルギー消費によるランニングコスト、さらに、解体時の廃棄物処理・再資源化コスト等の

適正な把握の面でも重要であり、建築設計実務における技術活用による環境負荷の低減が期待さ

れる。 

1.4  技術開発成果の普及に向けて 

技術開発成果として、建築、設備の設計者が、設計内容に即してパソコン上で環境負荷を簡便

に算出し、自らの環境対策の効果を算出結果により確認できるソフトを開発した。 

引き続き、開発したソフトを、幅広い対象において適用することにより、LCE 、LCCO2 と LCW 算

出の手法適用の感度分析を行い、算出手法の精度、感度の向上に向けたデータ・プログラムの改

良を加え完成度を高め、実用的な設計支援ツールとして提供することを目指している。 

また、建築物の総合環境性能評価手法（CASBEE）と 個別の性能項目の定量評価の詳細法（SB

総プロ）という関係で整合が取れた評価体系の構築、実務への継続的なツール・データの提供に向

け、入力パラメータの調整やデータメンテナンス体制等の検討・整備を進めていく予定である。 




